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決算審査意見書 

 

令和６年５月２８日 

 

香美町長   浜 上 勇 人  様 

 

香美町監査委員   岡 本 和 彦 

                      同     東 垣 典 雄 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により、当職の審査に付された令和

５年度の企業会計４決算については、それぞれの決算書、関係諸帳簿及び証

拠書類等の審査を実施した。 

 その結果は次のとおりである。 

 

１ 審査の期間   

  令和６年５月２４日（金）から 

  令和６年５月２７日（月）までの実質２日間 

 

２ 審査の対象 

  （１）令和５年度香美町公立香住病院事業企業会計決算 

  （２）令和５年度香美町水道事業企業会計決算 

  （３）令和５年度香美町下水道事業企業会計決算 

（４）令和５年度香美町国民宿舎事業企業会計決算 

 

３ 審査の方法 

  企業会計決算審査にあたっては、管理者から提出された決算書に基づき、

諸帳簿及び証拠書類を照合し、疑問点等について、それぞれの所属長及び

担当職員から説明を受け、審査を実施した。 

 

４ 審査の結果 

  関係諸帳簿は、関係法令に基づいて作成され、令和６年３月３１日現在

の財政状況及び同日をもって終了した会計年度の収支状況を適正に表して

おり、本決算は適合と認める。 



 - 2 - 

香美町公立香住病院事業企業会計 

 

＜決算内容の分析＞ 

  

  損益計算書を要約して前年度と比較すれば、次表のとおりである。 

 

 （第１表）         損 益 計 算 書 

（単位：円、％） 

項  目 令和５年度 令和４年度 比較増減 増 減 率 

医業収益(Ａ) 900,000,019 888,853,682 11,146,337 1.3 

医業費用(Ｂ) 1,104,706,875 1,053,113,769 51,593,106 4.9 

 うち減価償却費 71,597,506 60,053,165 11,544,341 19.2 

医業損益(Ｃ) 
(Ａ)－(Ｂ) 

△204,706,856 △164,260,087 △40,446,769 ―  

医業外収益(D) 188,883,253 184,490,996 4,392,257 2.4 

うち一般会計繰入金 170,903,000 162,827,000 8,076,000 5.0 

医業外費用(Ｅ) 44,018,776 37,384,799 6,633,977 17.7 

うち企業債利息 6,139,017 1,124,531 5,014,486 445.9 

経常損益(Ｆ) 
(C)＋(D)－(E) 

△59,842,379 △17,153,890 △42,688,489 ―  

減価償却費を除く経
常利益 

11,755,127 42,899,275 △31,144,148 △72.6 

さらに一般会計繰入
金を除く経常利益 

△159,147,873 △119,927,725 △39,220,148 ―  

特別利益(G) 0 65,945 △65,945 皆減 

特別損失(H) 2,500,368 4,383,463 △1,883,095 △43.0 

(病院事業)当年度純損益 
（I） (F)＋(G)－(H)  

△62,342,747 △21,471,408 △40,871,339 ―  

(介護老人保健施設 )   

当年度純損益（J） 
24,902,468 619,347 24,283,121 3,920.8 

(訪問看護ステーション)   

当年度純損益〈K〉 
△2,025,031 △3,156,353 1,131,322 ―  

(居宅介護支援事業 )   

当年度純損益（L） 
△1,721,013 △1,261,955 △459,058 ―  

当年度純損益 （M） 

(I)+(J)+(K)+(L) 
△41,186,323 △25,270,369 △15,915,954 ―  
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(1)  収益的収支について（千円未満を四捨五入したため、差額及び合計が計      

算と異なる場合がある。） 

 

○ 病 院  

 当年度の収益的収支の状況は、損益計算書（第１表）のとおりである。医

業収益は、前年度と比べ入院患者は、０．４ 人／日減の３０．７人／日とな

り、入院収益は６，５８７千円（２．０％）の増となった。外来患者につい

ては、１６．３人／日減の１７３．１人／日となり、外来収益は３５０千円

（△０．１％）の減となった。医業収益全体では９００，０００千円となり、

前年度と比べ１１，１４６千円（１．３％）の増となった。 

一方、医業費用は、職員数増により給与費１９，１４３千円の増、委託料

９，０６４千円の増、資産減耗費１３，１５１千円の増などにより、１，１

０４，７０７千円となり、前年度と比べ５１，５９３千円（４．９％）の増

となった。 

また、医業外損益では、企業債償還利子負担金などの増による一般会計繰

入金８，０７６千円の増、特別損益の△２，５００千円を加えると当年度純

損益は６２，３４３千円の赤字となり、前年度と比較すると４０，８７１千

円赤字が増加した。 

 

○ 介護老人保健施設 

 介護老人保健施設「ゆうすげ」の入所者数は、長期短期合わせて年間延べ

人数で１５，１９９人（△０．６％、１日平均４１．５人、平均利用率８６．

５％）となった。通所リハビリについては、令和３年７月から一時休止とな

り、令和５年度末で廃止となった。事業収益は１８３，５８８千円で、前年

度と比べ６２６千円（△０．３％）の減となり、事業費用は２２０，２０６

千円となり、前年度と比べ４，８０１千円（２．２％）の増で、結果、事業

損益は△３６，６１９千円となった。 

  その他、事業外損益６１，５２１千円を加えると当年度純損益は２４，９

０２千円の黒字となり、前年度と比較すると２４，２８３千円収支が好転し

た。 

  

○ 訪問看護ステーション 

訪問看護ステーションは、年間延べ利用人数３，２４６人で前年度比４７

０人（１６．９％）の増となった。事業収益２１，０３４千円に対し事業費

用は２４，４８６千円で、事業損益は△３，４５３千円となった。 
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その他、事業外損益１，３５３千円、特別損益７５千円を加えると当年度

純損益は、２，０２５千円の赤字となったが、前年度と比較すると１，１３

１千円収支が好転した。 

  

○ 居宅介護支援事業 

居宅介護支援事業所「もくれん」は、年間延べ３７９人の利用者数で、前

年度比７３人（△１６．２％）の減となった。事業収益３，８８３千円に対

し事業費用５，５８０千円で、事業損益は△１，６９６千円となった。 

その他、事業外損益△３８千円、特別損益１４千円を加えると当年度純損

益は、１，７２１千円の赤字となり、前年度と比較して４５９千円収支が悪

化した。 

 

 

(2)  未処理剰余金等について 

前年度までの繰越欠損金に当年度の純利益を加えると、令和５年度末未処

理欠損金（累積赤字額）は３，０４３，７０１千円（第２表）となった。 

 

（第２表）   令和５年度末 利益金及び不良債務等の推移 

（単位：円） 

 

年

度 

当年度末 利益(欠損)金 

当年度純利益 

（純損失） 

   年  度  末 

減債

積立

金 

利益 

積立

金 

未処理剰余金 

（欠損金） 

不良債務＝ 

(流動負債－

流動資産) 

左のうち 

一時借入金 

元 0 0 △2,789,230,593 28,943,394 0 80,000,000 

２ 0 0 △2,882,282,572  △93,051,979 0 80,000,000 

３ 0 0 △2,977,244,443  △94,961,871 0 112,000,000 

４ 0 0 △3,002,514,812  △25,270,369 0 100,000,000 

５ 0 0 △3,043,701,135  △41,186,323 0 100,000,000 

※不良債務については会計基準改正により下記により算出 

 ①翌年度償還の企業債・他会計からの借入金（建設改良）については算入対象か

ら除外 

 ②負債性引当金のうち、通常１年以内に使用される見込みのもの（修繕引当金、

賞与引当金等）については３年間の算入猶予の経過措置により除外 

※不良債務の無い場合は０と表示する。 
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(3) 患者の動向について 

 当年度の年度別患者数（第３表）は、入院１１，２５３人、外来４２，０

７２人で、前年度と比べて入院患者数は、１０４人（△０．９％）の減、外

来患者数については３，９４７人（△８．６％）の減となっている。 

 なお、診療収入については、第４表のとおりとなっている。 

 

（第３表）           年 度 別 患 者 数 

 （単位：円、％） 

年度 入院患者数 増減率 外来患者数 増減率 計 増減率 

元 10,340 △5.7 39,589 △3.7 49,929 △4.1 

２ 10,796 4.4 35,914 △9.3 46,710 △6.4 

３ 12,050 11.6 38,265 6.5 50,315 7.7 

４ 11,357 △5.8 46,019 20.3 57,376 14.0 

５ 11,253 △0.9 42,072 △8.6 53,325 △7.1 

 

 

（第４表）      診療収入及び患者数の推移 

 （単位：円、人、％） 

項 目 入  院 増減率 外  来 増減率 合  計 増 減 率 

診

療

収

入 

元 279,605,124 △2.3 376,115,262 △1.8 655,720,386 △2.0 

２ 291,912,348 4.4 358,075,455 △4.8 649,987,803 △0.9 

３ 338,149,498 15.8 382,350,361 6.8 720,499,859 10.8 

４ 334,625,305 △1.0 457,992,757 19.8 792,618,062 10.0 

５ 341,212,462 2.0 457,642,732 △0.1 798,855,194 0.8 

患
者
一
人
当
た
り
収
入 

元 27,041 3.6 9,500 2.0  

２ 27,039 0.0 9,970 4.9 

３ 28,062 3.8 9,992 0.2 

４ 29,464 5.0 9,952 △0.4 

５ 30,322 2.9 10,878 9.3 

一
日
平
均
患
者
数 

元 28.3 △6.0 164.3  △2.5 

２ 29.6 4.6 147.8  △10.0 

３ 33.0 11.5 158.1 7.0 

４ 31.1 △5.8 189.4 19.8 

５ 30.7 △1.3 173.1 △8.6 
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(4) 資本的収支について 

 資本的収支の状況は税込みで、第５表のとおりとなっており、収入は企業

債、一般会計からの出資金等５１９，５０６千円で、支出は建設改良費、企

業債償還金等５８３，１５０千円で、差し引くと収入不足額が６３，６４４

千円となっている。不足額については、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額２，４８６千円及び当年度分損益勘定留保資金６１，１５８千

円で補てんされている。 

  

（第５表）             資本的収支の推移 

（単位：円） 

項   目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

収 

入 

  合  計 486,670,927 158,424,000 459,714,000 519,505,901 

う

ち 

企業債 344,200,000 116,600,000 430,100,000 455,100,000 

出資金 112,123,000 39,822,000 26,014,000 57,194,000 

支 

出 

合  計 531,151,558 205,514,284 494,343,278 583,149,767 

 

う 

ち 

建設改良費 378,570,281 149,891,929 438,866,089 478,893,283 

企業債償還金 151,141,277 52,742,355 41,477,189 91,256,484 

他借入償還金 0 0 0 0 

投 資 1,440,000 2,880,000 14,000,000 13,000,000 

差引不足額（残） 44,480,631 47,090,284 34,629,278 63,643,866 

単年度減価償却費 87,067,472 78,601,244 69,321,177 80,887,708 

主たる建設改良 

 
病院用地購入費  

 286,433,164 

 

高圧受電設備等
移設改修工事 

33,418,000 

 

物干場改修工事 

3,869,470 

 
リハビリ棟等撤
去工事  

 29,648,300 

 

本館改修工事 
9,900,000 

 

内視鏡スコープ
一式、レポート
システム 

43,450,000 

 
東館新築工事  

 372,798,462 

 

エレベーター防
火スクリーン取
付工事 

16,137,000 

 

医事会計処理シ
ステム 

12,764,400 

 
東館新築工事  

 136,049,438 

 

電子カルテシス
テム 

99,088,000 

 

人工透析装置 
71,500,000 

 

(5) 資金繰りの推移 

 資金繰りの推移を一時借入金、利息及び預金残高等で比較すれば、第６表

のとおりとなっている。一時借入金の年度末残高は、病院事業７５，０００

千円、介護老人保健施設２０，０００千円、訪問看護ステーション５，００

０千円となり、支払利息１２千円が発生した。 
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（第６表）     一時借入金、利息及び預金等の推移 

   （単位：円、％） 

年

度 

一時借入金 

年度末残高 
増減率 

一時借入金

支払利息 
増減率 

現金預金 

年度末残高 
増減率 

預金利

息収入 
増減率 

元 80,000,000 0.0 12,494  76.7 76,286,266 68.6 695 0.9 

２ 80,000,000 0.0 2,941 △76.5 71,307,545 △6.5 1,083 55.8 

３ 112,000,000 40.0 18,164 517.6 68,450,834 △4.0 1,081 △0.2 

４ 100,000,000 △10.7 14,793 △18.6 108,419,121 58.4 1,628 50.6 

５ 100,000,000 0.0 11,887 △19.6 162,198,068 49.6 1,715 5.3 

 

 

(6) 未収金について 

 当年度の未収金（第７表）は１６３，７５４，７１８円となっている。こ

の内医業未収金１２６，３２３，３９７円は、ほとんどが２、３月分の健康

保険診療報酬であり、社会保険支払基金等から５月までに収入されるべきも

ので、５月２０日時点では１２１，４８３，８１９円が収納されている。 

 なお、未収金の収入状況は、第７表のとおりである。 

 

（第７表）   令和５年度未収金徴収状況（５月２０日現在） 

（単位：円） 

  区    分  未収金額  徴収済額  残  額 不納欠損額 

診療報酬 113,554,855 113,524,345 30,510  

個人窓口負担金 7,764,121 3,035,090 4,729,031  

健康診断他 5,004,421 4,924,384 80,037  

医業未収金 計  （A） 126,323,397 121,483,819 4,839,578  

患者外給食収益 100,170 100,170 0  

販売手数料等 2,735,405 613,070 2,122,335  

医業外未収金 計（B） 2,835,575 713,240 2,122,335  

その他未収金   （C） 0 0 0  

介護老人保健施設〈D〉 30,470,339 19,237,285 11,233,054  

訪問看護ステーション (Ｅ） 3,469,887 2,145,589 1,324,298  

居宅介護支援事業 (Ｆ) 655,520 238,040 417,480  

未収金計 

(A)+(B)+(C)+(D)+(Ｅ)+(F） 

 

163,754,718 

 

143,817,973 

 

19,936,745 
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(7) 不納欠損について 

    該当なし。 

 

 

 

《審査意見》 

  

    病院事業において、今後とも常勤医師の招聘及び看護師を含む医療技術

者の確保に努められ、住民の要望に応えられたい。 
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香 美 町 水 道 事 業 企 業 会 計 

 

＜決算内容の分析＞ 

  

  損益計算書を要約して前年度と比較すれば、次表のとおりである。 

 

（第１表）         損 益 計 算 書 

（単位：円、％） 

項   目 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

営業収益 347,464,407 336,738,835 10,725,572 3.2 

 うち水道使用料 310,210,967 313,827,477 △3,616,510 △1.2 

営業外収益 156,237,880 122,991,722 33,246,158 27.0 

 うち一般会計補助金 55,234,253 10,634,770 44,599,483 419.4 

特別利益 0 0 0 ―  

 うち過年度損益修正益 0 0 0 ―  

事業収益合計（Ａ） 503,702,287 459,730,557 43,971,730 9.6 

営業費用 562,641,258 566,136,988 △3,495,730 △0.6 

 うち原水及び浄水費 100,427,930 95,010,856 5,417,074 5.7 

 うち配水及び給水費 78,956,127 64,113,953 14,842,174 23.1 

 うち受託工事費 0 0 0 ―  

 うち総係費 59,137,212 58,643,244 493,968 0.8 

 うち減価償却費 320,200,974 341,604,978 △21,404,004 △6.3 

営業外費用 39,954,120 37,406,737 2,547,383 6.8 

 うち企業債利息 32,268,621 34,604,306 △2,335,685 △6.7 

特別損失 24,692 142,980 △118,288 △82.7 

 うち過年度損益修正損 24,692 142,980 △118,288 △82.7 

事業費用合計（Ｂ） 602,620,070 603,686,705 △1,066,635 △0.2 

当年度純損益(A)－(B) △98,917,783 △143,956,148 45,038,365 ―  

  



 - 10 - 

(1) 収益的収支について（千円未満を四捨五入したため、差額及び合計が計

算と異なる場合がある。） 

 

 当年度の総収益（第１表）は５０３，７０２千円で、これに対する総費用

は６０２，６２０千円となり、９８，９１８千円の赤字となっている。 

 営業収益は前年度に比べ１０，７２６千円（３．２％）の増となっている。

内訳は、消火栓関係負担金収益１８，５２９千円（２１７．９％）増となっ

ている。 

 一方、営業費用は、消火栓関係修繕費２４，７５５千円（７０．６％）増

となったが、国の電気・ガス価格激変緩和対策による動力費７，８５５千円

（△２０．９％）減、水質検査手数料等の手数料１，２２７千円（△１０．

２％）減、減価償却費２１，４０４千円（△６．３％）減により、前年度に

比べ３，４９６千円（△０．６％）の減となっている。その結果、営業損益

は２１５，１７７千円の赤字となるが、前年度と比較すると１４，２２１千

円赤字が減少している。 

 営業外収益は、赤字補てんに対する一般会計補助金４４，５９９千円（４

１９．４％）増により、前年度に比べ３３，２４６千円（２７．０％）増と

なり、営業外費用においては企業債利息が２，３３６千円（△６．７％）減

となっている。その結果、営業外損益は１１６，２８４千円の黒字となり、

前年度と比較すると３０，６９９千円の増となっている。 

以上の結果、当年度純損益は９８，９１８千円の赤字となったが、前年度

と比較すると４５，０３８千円赤字が減少している。 

なお、前年度繰越欠損金１，２５３，５５３千円に当年度純損失を加えた

１，３５２，４７１千円が当年度未処理欠損金となった。 

 

 

(2) 配水量及び有収水量等について 

配水量及び有収水量等の推移は、第２表のとおりである。水需要の状況は、

昨年度より３．４％減となり、水の需要が減少している。一日最大配水量は

１０，４５２㎥と前年度と比べ１．０％減となっている。有収率については

８１．４％で、前年度より０．５ポイント減少している。 
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（第２表）    配水量及び有収水量等の推移 

（単位：㎥、％） 

項  目 令和４年度 増減率 令和５年度 増減率 

配水量 2,473,193 △2.9 2,407,137 △2.7 

有収水量 2,026,772 △0.9 1,958,559 △3.4 

一日最大配水量 10,553 8.2 10,452 △1.0 

有収率 81.9 1.6 81.4 △0.5 

 ※有収率の増減率は、対前年度との差し引き数値。 

 

 

(3) 建設改良工事について 

 当年度の建設改良工事は、次のとおり実施されました。 

 

 ○ 建設改良工事 

森水系関係工事       ２件     ９，６２５，０００円 

御崎水系関係工事      １件     ３，７８１，８００円 

村岡高区水系関係工事（大笹浄水場緩速撹拌機更新工事 部分払） 

                １件    ３３，０００，０００円 

  村岡高区水系関係工事    ２件    ２３，２２３，２００円 

村岡中区水系関係工事（国道９号笠波ＢＰ配水管布設替工事） 

                １件    ２８，９１６，８００円 

    村岡中区水系関係工事    ３件    ２７，４１９，０４０円 

  村岡低区水系関係工事    ２件     ７，７７８，１００円 

  上射添水系関係工事     １件    １０，４２２，５００円 

  小代水系関係工事      ３件    １２，６０８，２００円 

 

        計      １６件   １５６，７７４，６４０円 

 

 

 (4) 給水原価と供給単価について 

 給水原価と供給単価については第３表のとおりになっている。供給単価と

給水原価との差は９８．４４円／㎥となっており、供給単価より給水原価の

ほうが上回っている。 
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（第３表）         給水原価と供給単価の推移 

（単位：円、％） 

項  目 令和３年度 増減率 令和４年度 増減率 令和５年度 増減率 

供給単価 （Ａ） 141.69 9.1 154.84 9.3 158.39 2.3 

給水原価 （Ｂ） 236.88 4.0 244.05 3.0 256.83 5.2 

（Ａ）－（Ｂ） △95.19  △89.21  △98.44  

 

 

(5) 未収金について 

 当年度の未収金は、５６，６００，４６８円計上されているが、ほとんどが決算

締切り後に収納となる性質のものであり、５月２０日時点では第４表のとおりで、

５０，３３２，５０４円が収納されている。 

  

（第 4表）  令和５年度未収金徴収状況（５月２０日現在） 

（単位：円） 

 区  分 未収金額 徴収済金額  残  高 備  考 

水道使用料 32,871,012 26,605,048 6,265,964  

その他営業収益 21,456,456 21,454,456 2,000 開栓手数料 

その他 2,273,000 2,273,000 0  

計 56,600,468 50,332,504 6,267,964  

 

 

(6) 不納欠損について 

  該当なし。 

 

 

(7) 資本的収支について 

 当年度収入（令和４年度同意済企業債のうち未払相当分３３，２００千円

を除く）は税込みで１９４，５２３千円、これに対し支出は３５６，９６７

千円となっており、不足額の１６２，４４４千円は当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１４，１０８千円、過年度分損益勘定留保資金４７，

４９７千円及び当年度分損益勘定留保資金９０，４３９千円で補てんされ、

残額１０，４００千円については、令和５年度同意済企業債の未発行分をも

って、翌年度において措置される。 
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《審査意見》 

 

      計画的な施設整備を行い、今後も清浄にして豊富低廉な水の安定供給に

努められたい。 
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香 美 町 下 水 道 事 業 企 業 会 計 

 

＜決算内容の分析＞ 

  

  損益計算書を要約して前年度と比較すれば、次表のとおりである。 

 

（第１表）         損 益 計 算 書 

（単位：円、％） 

項   目 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

営業収益 328,652,077 335,625,951 △6,973,874 △2.1 

 うち下水道使用料 324,922,840 330,825,185 △5,902,345 △1.8 

営業外収益 1,181,541,160 1,220,016,599 △38,475,439 △3.2 

 うち一般会計補助金 828,151,647 836,575,508 △8,423,861 △1.0 

特別利益 0 0 0 ―  

 うち過年度損益修正益 0 0 0 ―  

事業収益合計（Ａ） 1,510,193,237 1,555,642,550 △45,449,313 △2.9 

営業費用 975,201,399 1,045,364,927 △70,163,528 △6.7 

 うち管渠費 53,784,266 50,919,133 2,865,133 5.6 

 うちポンプ場費 4,274,030 5,277,105 △1,003,075 △19.0 

 うち処理場費 188,835,680 198,319,960 △9,484,280 △4.8 

 うち総係費 33,030,581 39,087,000 △6,056,419 △15.5 

 うち減価償却費 676,704,960 713,121,033 △36,416,073 △5.1 

営業外費用 163,197,732 178,664,777 △15,467,045 △8.7 

 うち企業債利息 146,594,836 162,166,897 △15,572,061 △9.6 

特別損失 92,096 111,870 △19,774 △17.7 

 うち過年度損益修正損 92,096 111,870 △19,774 △17.7 

事業費用合計（Ｂ） 1,138,491,227 1,224,141,574 △85,650,347 △7.0 

当年度純損益(A)－(B) 371,702,010 331,500,976 40,201,034 12.1 

 



 - 15 - 

(1) 収益的収支について（千円未満を四捨五入したため、差額及び合計が計

算と異なる場合がある。） 

当年度の総収益（第１表）は、１，５１０，１９３千円で、これに対する

総費用は１，１３８，４９１千円となり、３７１，７０２千円の黒字となっ

ている。 

 営業収益は、下水道使用料３２４，９２３千円、その他営業収益３，７２

９千円の３２８，６５２千円となっている。 

 営業費用９７５，２０１千円の主なものは、職員６人分の職員給与費３２，

０４１千円、動力費５７，９１６千円、施設維持管理等の委託料９７，７７

７千円、減価償却費６７６，７０５千円となっている。 

 営業外収益は、一般会計補助金として８２８，１５２千円を受け入れたこ

とと、長期前受金戻入３３４，６２４千円により、１，１８１，５４１千円

となり、営業外費用１６３，１９８千円の主なものは、企業債利息１４６，

５９５千円となっている。 

以上の結果、当年度純損益は３７１，７０２千円の黒字となり、前年度と

比較すると４０，２０１千円黒字が増加している。 

なお、前年度繰越欠損金２，４９８，３６３千円に、当年度純利益を加え

た２，１２６，６６１千円が当年度未処理欠損金となった。 

  

 

(2) 接続率及び有収水量等について 

接続率及び有収水量等の推移は、第２表のとおりである。 

接続率は８３．５％と向上しているが、接続人口は前年度より１．５％減

と減少している。 

また、有収水量は前年度と比べ ２．０％減となっている。 

 

（第２表）     接続率及び有収水量等の推移 

（単位：㎥、％） 

項  目 令和４年度 増減率 令和５年度 増減率 

処理区域内人口 15,715 △2.3 15,376 △2.2 

接続人口 13,037 △1.4 12,837 △1.5 

接続率 83.0 0.8 83.5 0.5 

総処理水量 1,481,328 △3.5 1,473,622 △0.5 

有収水量 1,414,128 △0.9 1,385,667 △2.0 

有収率 95.5 2.5 94.0 △1.5 

※接続率、有収率の増減率は、対前年度との差し引き数値。 
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(3) 建設改良工事について 

 当年度の建設改良工事は、次のとおり実施されました。 

 

 ○ 建設改良工事（公共下水道事業） 

  マンホールポンプ電気設備移設・更新工事 

                ２件     ５，９２７，９００円 

  下水道事業ストックマネジメント計画策定・支援業務 

                ２件     ５，８３０，０００円 

  香住浄化センター返流水槽撹拌機更新工事 

                １件     １，７１０，５００円 

  香住処理区他下水道事業認可変更業務 

                １件    １０，５６０，０００円 

  下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

 １件     ５，０７４，３００円 

         計       ７件    ２９，１０２，７００円 

 

 ○ 建設改良工事（特定環境保全公共下水道事業） 

マンホールポンプ更新工事 

                ３件     ７，０５５，４００円 

  柴山浄化センター汚泥貯留槽撹拌機更新工事 

                １件     １，６００，５００円 

  村岡浄化センター洗浄排水ポンプ等更新工事 

                １件     ３，９９３，０００円 

  佐津浄化センター給水ポンプ更新工事 

                １件       ５９４，０００円 

兎塚浄化センター自動細目スクリーンモーター更新工事 

                １件     １，５４０，０００円 

  射添浄化センター高圧受電設備更新工事 

                １件     ３，４０１，２００円 

  国道４８２号下水道施設移設設計業務 

                １件    １３，００９，７００円 

  下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

                １件    １５，１１２，９００円 

         計      １０件    ４６，３０６，７００円 
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 ○ 建設改良工事（農業集落排水事業） 

  奥佐津浄化センター水中曝気撹拌装置等更新工事 

                ５件     １８，２５６，７００円 

マンホールポンプ機械電気設備更新工事 

                １件       ９２０，７００円 

下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

                １件     ２，３６７，２００円 

         計       ７件    ２１，５４４，６００円 

 

 ○ 建設改良工事（漁業集落排水事業） 

鎧浄化センター曝気ブロワ等更新工事 

                ２件     １，８７４，４００円 

下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

                １件       １８３，７００円 

計       ３件     ２，０５８，１００円 

 

 ○ 建設改良工事（小規模集合排水処理事業） 

作山浄化センター汚泥ポンプ更新工事 

                １件       １３７，５００円 

下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

                １件        ９５，７００円 

計       ２件       ２３３，２００円 

 

 ○ 建設改良工事（個別排水処理事業） 

  三川地区現地測量業務 

                １件       ９９０，０００円 

 

 ○ 建設改良工事（コミュニティプラント事業） 

  余部浄化センター曝気ブロワ等更新工事 

                ３件     ３，１９７，７００円 

御崎浄化センター原水ポンプ等更新工事 

                ２件     ３，０５８，０００円 

  安木浄化センター自動５ｍｍ目スクリーン更新工事 

                １件       ９２８，４００円 

  相谷浄化センター曝気ブロワ更新工事 

                １件     １，２４３，０００円 
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  御崎浄化センター用地測量・取得業務 

                ２件        ７２，５３１円 

下水道管路管理システム構築業務（繰越分） 

                １件     １，１４６，２００円 

         計      １０件     ９，６４５，８３１円 

 

 ○ 保存工事 

香住浄化センター脱水機操作盤修繕工事 

   １件     ５，６１０，０００円 

柴山浄化センター汚泥脱水機薬品流量調整計修繕工事 

   １件     １，６００，５００円 

村岡・射添浄化センター曝気装置修繕工事 

   １件     ９，０２０，０００円 

香住北汚水中継ポンプ場高圧受電設備修繕工事 

   １件     １，９１０，７００円 

村岡区・小代区・香住区マンホール調整工（６０か所） 

   ２件     ４，９３３，５００円 

佐津浄化センター曝気装置修繕工事 

   １件     ８，２５０，０００円 

今子１号マンホールポンプ修繕工事 

   １件     １，１３３，０００円 

村岡浄化センター流入流量計修繕工事 

   １件     １，４３０，０００円 

 計       ９件    ３３，８８７，７００円 

 

      合 計      ４９件   １４３，７６８，８３１円 
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(4) 未収金について 

 当年度の未収金は、８６，８９９，９８８円計上されているが、ほとんどが決算

締切り後に収納となる性質のものであり、５月２０日時点では第３表のとおりで、

６３，６５３，５０９円が収納されている。 

  

（第３表）  令和５年度未収金徴収状況（５月２０日現在） 

（単位：円） 

 区  分 未収金額 徴収済金額  残  高 備  考 

下水道使用料 32,892,816 26,732,449 6,160,367  

その他営業収益 0 0 0  

その他 54,007,172 36,921,060 17,086,112 消費税還付金

及び受益者負

担金分担金 

計 86,899,988 63,653,509 23,246,479  

 

(5) 不納欠損について 

  不納欠損は、下水道使用料において１件 ５８３，５１９円となっている。 

 

 

(6) 資本的収支について 

 当年度収入（令和４年度同意済企業債のうち未払相当分７２，１００千円

を除く）は税込みで４７２，１１１千円、これに対し支出は１，２１３，１

２７千円となっており、不足額の７４１，０１６千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額６，０７７千円、過年度分損益勘定留保資金

５２，５１６千円及び当年度分損益勘定留保資金６８１，９２３千円で補て

んされ、残額５００千円については令和５年度同意済企業債の未発行分をも

って、翌年度において措置される。 

 

 

 

《審査意見》 

 

     下水道接続率向上に引き続き努力され、快適な生活環境の保全と公共用

水域の水質保全を図られたい。 
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香 美 町 国 民 宿 舎 事 業 企 業 会 計 

 

＜決算内容の分析＞ 

  

  損益計算書を要約して前年度と比較すれば、次表のとおりである。 

 

（第１表）         損 益 計 算 書 

（単位：円、％） 

項   目 令和５年度 令和４年度 比較増減 増減率 

営業収益 0 ―  ―  ―  

営業外収益 5,971,431 ―  ―  ―  

 うち指定管理者納付金 4,363,644 ―  ―  ―  

特別利益 0 ―  ―  ―  

事業収益合計（Ａ） 5,971,431 ―  ―  ―  

営業費用 21,165,041 ―  ―  ―  

 うち減価償却費 20,854,852 ―  ―  ―  

営業外費用 6,046 ―  ―  ―  

特別損失 200,800 ―  ―  ―  

事業費用合計（Ｂ） 21,371,887 ―  ―  ―  

当年度純損益(A)－(B) △15,400,456 ―  ―  ―  

 ※令和５年度より国民宿舎事業特別会計から国民宿舎事業企業会計に移行した。 

 

(1) 収益的収支について（千円未満を四捨五入したため、差額及び合計が計

算と異なる場合がある。） 

 

 当年度の総収益（第１表）は５，９７２千円で、これに対する総費用は２

１，３７２千円となり、１５，４００千円の赤字となっている。 

 営業収益は、指定管理者制度における利用料金制を適用していることから

０円となり、営業費用は施設経営費３１０千円、減価償却費２０，８５５千

円の２１，１６５千円となっており同額の赤字となっている。 

 営業外収益は、指定管理者納付金４，３６４千円などの５，９７２千円と
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なり、営業外費用は一時借入金利息等の６千円となっている。その結果、営

業外損益は５，９６６千円の黒字となっている。 

 特別収益は、特別利益はなく、特別損失で令和４年度分消費税及び地方消

費税に係る過年度損益修正損として２０１千円を計上したことから２０１千

円の赤字となっている。 

以上の結果、当年度純損益は１５，４００千円の赤字となっている。 

 

 

(2) 利用客の状況について 

当年度の利用客数（第２表）は、総利用客数は４，４６２人で、このうち

宿泊利用客数は、前年度と比べて３４４人（△１１．３％）減の２，６８７

人、食事等利用客数は３３１人（２２．９％）増の１，７７５人となってい

る。 

 

（第２表） 宿泊利用客及び食事等利用客の推移 

（単位：人、％） 

項  目 令和４年度 増減率 令和５年度 増減率 

宿泊利用客数 3,031 ― 2,687 △11.3 

食事等利用客数 1,444 ― 1,775 22.9 

合計 4,475 ― 4,462 △0.3 

 

 

(3) 未収金について 

 当年度の未収金は、５９３，７５２円計上されているが、ほとんどが決算締切り

後に収納となる性質のものであり、５月２０日時点では第４表のとおりで全額が収

納されている。 

 

  

（第 4表）  令和５年度未収金徴収状況（５月２０日現在） 

（単位：円） 

 区  分 未収金額 徴収済金額  残  高 備  考 

指定管理者納付金 400,000 400,000 0  

その他 193,752 193,752 0 事務費受入金等 

計 593,752 593,752 0  
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(4) 不納欠損について 

  該当なし。 

 

 

(5) 資本的収支について 

 当年度収入はなく、これに対し支出は指定管理料３，５００千円となって

おり、不足額の３，５００千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額３１８千円及び当年度分損益勘定留保資金３，１８２千円で補てん

されている。 

 

 

《審査意見》 

 

      引き続き施設の適正管理に努められたい。 

 

 


